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平成 30 年 ３ 月 30 日（金曜日）　号外　第 19 号

○児童福祉法施行細則の一部を改正する規則……（障がい福祉課）12
○人にやさしい福祉のまちづくり条例施行規則の
　一部を改正する規則………………………………（　　〃　　）20
○障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援
　するための法律施行細則の一部を改正する規則…（　　〃　　）22

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　頁
　　　規　　　則
○指定居宅サービス事業者、指定居宅介護支援事
　業者、介護保険施設等の指定等に関する規則の
　一部を改正する規則………………………………（長寿介護課）１

規　　　　　則

　指定居宅サービス事業者、指定居宅介護支援事業者、介護保険施設等の指定等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　平成30年３月30日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣　
宮崎県規則第34号
　　　指定居宅サービス事業者、指定居宅介護支援事業者、介護保険施設等の指定等に関する規則の一部を改正する規則
　指定居宅サービス事業者、指定居宅介護支援事業者、介護保険施設等の指定等に関する規則（平成11年宮崎県規則第57号）の一部を次の
ように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　　　指定居宅サービス事業者、指定居宅介護支援事業者、介護保
　　　険施設等の指定等に関する規則
　（趣旨）
第１条　この規則は、介護保険法（平成９年法律第 123号。以下「
　法」という。）、介護保険法施行法（平成９年法律第 124号）、
　健康保険法等の一部を改正する法律（平成18年法律第83号）附則
　第 130条の２第１項の規定によりなおその効力を有するものとさ
　れる同法第26条の規定による改正前の介護保険法（以下「旧法」
　という。）及び介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36号）
　に定めるもののほか、指定居宅サービス事業者、指定居宅介護支
　援事業者、介護保険施設及び指定介護予防サービス事業者（以下
　「介護保険事業者等」という。）の指定等に関し必要な事項を定
　めるものとする。
　（指定等の申請）
第２条　法第70条第１項、第79条第１項若しくは第86条第１項の指
　定の申請、法第94条第１項の許可の申請又は法第 115条の２第１
　項の指定の申請は、指定居宅サービス事業者（指定居宅介護支援
　事業者、介護保険施設、指定介護予防サービス事業者）指定（開
　設許可）申請書（別記様式第１号）によってしなければならない
　。
　（指定等の更新）
第３条　法第70条の２第４項（法第 115条の11において準用する場
　合を含む。）において準用する法第70条第１項、法第79条の２第
　４項において準用する法第79条第１項若しくは法第86条の２第４
　項において準用する法第86条第１項の指定の更新の申請、法第94
　条の２第４項において準用する法第94条第１項の許可の更新の申

　　　指定居宅サービス事業者、介護保険施設及び指定介護予防サ
　　　ービス事業者の指定等に関する規則
　（趣旨）
第１条　この規則は、介護保険法（平成９年法律第 123号。以下「
　法」という。）、介護保険法施行法（平成９年法律第 124号）、
　健康保険法等の一部を改正する法律（平成18年法律第83号）附則
　第 130条の２第１項の規定によりなおその効力を有するものとさ
　れる同法第26条の規定による改正前の介護保険法（以下「旧法」
　という。）及び介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36号）
　に定めるもののほか、指定居宅サービス事業者、介護保険施設及
　び指定介護予防サービス事業者（以下「介護保険事業者等」とい
　う。）の指定等に関し必要な事項を定めるものとする。

　（指定等の申請）
第２条　法第70条第１項若しくは第86条第１項の指定の申請、法第
　94条第１項若しくは第 107条第１項の許可の申請又は法第 115条
　の２第１項の指定の申請は、指定居宅サービス事業者（介護保険
　施設、指定介護予防サービス事業者）指定（開設許可）申請書（
　別記様式第１号）に知事が別に定める書類を添えてしなければな
　らない。
　（指定等の更新）
第３条　法第70条の２第４項（法第 115条の11において準用する場
　合を含む。）において準用する法第70条第１項若しくは法第86条
　の２第４項において準用する法第86条第１項の指定の更新の申請
　、法第94条の２第４項において準用する法第94条第１項若しくは
　法第 108条第４項において準用する法第 107条第１項の許可の更
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　請又は旧法第 107条の２第４項において準用する旧法第 107条第
　１項の指定の更新の申請は、指定居宅サービス事業者（指定居宅
　介護支援事業者、介護保険施設、指定介護予防サービス事業者）
　指定（開設許可）更新申請書（別記様式第２号）によってしなけ
　ればならない。
　（変更等の届出）
第５条　法第75条、第82条、第89条、第99条、第 115条の５又は旧
　法第 111条の規定による届出は、変更に係るものにあっては変更
　届出書（別記様式第４号）によって、事業の再開に係るものにあ
　っては再開届出書（別記様式第５号）によって、事業の廃止又は
　休止に係るものにあっては廃止（休止）届出書（別記様式第５号
　の２）によってしなければならない。

　（指定介護療養型医療施設の指定の変更の申請）
第10条　旧法第 108条第１項の規定による申請は、指定介護療養型
　医療施設指定変更申請書（別記様式第10号）によってしなければ
　ならない。

　（公示）
第11条　法第78条、第85条、第93条、第 115条又は第 115条の10の
　規定による公示は、指定居宅サービス事業所、指定居宅介護支援
　事業所、指定介護老人福祉施設、指定介護療養型医療施設又は指
　定介護予防サービス事業者に関する次に掲げる事項について行う
　ものとする。
　(１)～(６)　［略］
第12条　知事は、法第94条第１項の許可をしたとき、又は法第 104
　条第１項の規定により法第94条第１項の許可を取り消し、若しく
　は期間を定めてその許可の全部若しくは一部の効力を停止したと
　きは、その旨を公示するものとする。

２　前項の規定による公示は、介護老人保健施設に関する次の事項
　について行うものとする。

　新の申請又は旧法第 107条の２第４項において準用する旧法第 1
　07条第１項の指定の更新の申請は、指定居宅サービス事業者（介
　護保険施設、指定介護予防サービス事業者）指定（開設許可）更
　新申請書（別記様式第２号）によってしなければならない。

　（変更等の届出）
第５条　法第75条、第89条、第99条、第 113条、第 115条の５又は
　旧法第 111条の規定による届出は、変更に係るものにあっては変
　更届出書（別記様式第４号）によって、事業の再開に係るものに
　あっては再開届出書（別記様式第５号）によって、事業の廃止又
　は休止に係るものにあっては廃止（休止）届出書（別記様式第５
　号の２）によってしなければならない。
　（介護医療院の変更の許可の申請）
第10条　法第 107条第２項の規定による変更の許可の申請は、介護
　医療院開設許可事項変更申請書（別記様式第10号）によってしな
　ければならない。
　（指定介護療養型医療施設の指定の変更の申請）
第11条　旧法第 108条第１項の規定による申請は、指定介護療養型
　医療施設指定変更申請書（別記様式第11号）によってしなければ
　ならない。
　（介護医療院の管理者の承認の申請）
第12条　法第 109条第１項又は第２項の承認の申請は、介護医療院
　管理者承認申請書（別記様式第12号）によってしなければならな
　い。
　（介護医療院の広告の許可の申請）
第13条　法第 112条第１項第４号の許可の申請は、介護医療院広告
　事項許可申請書（別記様式第13号）によってしなければならない
　。
　（公示）
第14条　法第78条、第93条、旧法第 115条又は法第 115条の10の規
　定による公示は、指定居宅サービス事業所、指定介護老人福祉施
　設、指定介護療養型医療施設又は指定介護予防サービス事業者に
　関する次に掲げる事項について行うものとする。

　(１)～(６)　［略］
第15条　知事は、法第94条第１項又は第 107条第１項の許可をした
　とき、又は法第 104条第１項若しくは第 114条の６第１項の規定
　により法第94条第１項若しくは第 107条第１項の許可を取り消し
　、若しくは期間を定めてその許可の全部若しくは一部の効力を停
　止したときは、その旨を公示するものとする。
２　前項の規定による公示は、介護老人保健施設又は介護医療院に
　関する次の事項について行うものとする。

　(１)～(６)　［略］
　（市町村等への情報提供）
第13条　知事は、介護保険事業者等に関する情報のうち、次に掲げ
　る事項の全部又は一部を、市町村、宮崎県国民健康保険団体連合
　会その他の機関に提供することができる。
　(１)　第11条各号及び前条各号に掲げる事項
　(２)～(５)　［略］
第14条　［略］

　(１)～(６)　［略］
　（市町村等への情報提供）
第16条　知事は、介護保険事業者等に関する情報のうち、次に掲げ
　る事項の全部又は一部を、市町村、宮崎県国民健康保険団体連合
　会その他の機関に提供することができる。
　(１)　第14条各号及び前条第２項各号に掲げる事項
　(２)～(５)　［略］
第17条　［略］

　別記様式第１号を次のように改める。
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　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
改正前 改正後

様式第２号（第３条関係）
　　［略］
　　指定居宅サービス事業者（指定居宅介護支援事業者、介護保
　　険施設、指定介護予防サービス事業者）指定（開設許可）更
　　新申請書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
　　［略］
　　介護保険法第　条第　項に規定する指定介護サービス事業者（
　指定居宅介護支援事業者、介護保険施設、指定介護予防サービス
　事業者）の指定（開設許可）更新を、関係書類を添えて申請しま
　す。

　　［略］
様式第３号（第４条関係）
　　［略］

様式第２号（第３条関係）
　　［略］
　　指定居宅サービス事業者（介護保険施設、指定介護予防サー
　　ビス事業者）指定（開設許可）更新申請書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　［略］
　　介護保険法第　条第　項に規定する指定居宅サービス事業者（
　介護保険施設、指定介護予防サービス事業者）の指定（開設許可
　）更新を、関係書類を添えて申請します。

　　［略］
様式第３号（第４条関係）
　　［略］

　　　　　知事　殿
　　［略］
　備考１　申出を行う居宅サービスについて○印を付してください
　　　　。
　　　２　この様式は、九州各県（沖縄県を除く。以下同じ。）の
　　　　共通様式ですので、宛先を書き換えていただければ、九州
　　　　各県で使用できます。
様式第４号（第５条関係）
　　［略］
　　　　　　　　　知事　殿（様）

　　宮崎県知事　殿
　　［略］
　備考　申出を行う居宅サービスについて○印を付してください。

様式第４号（第５条関係）
　　［略］
　　宮崎県知事　殿

　［略］

更新を
受けよ
うとす
る事業
所・施
設の種
類

　［略］

更新を受けようとす
る事業等の種類

実施
事業

更新
年月
日

現に受けている
指定（許可）の
有効期間満了日

指定居宅
サービス

　［略］

居宅介護
支援事業

施設

　［略］
介護療養
型医療施
設

指定介護
予防サー
ビス

介護予防
訪問介護
介護予防
訪問入浴
介護
　［略］
介護予防
居宅療養
管理指導
介護予防
通所介護
　［略］

　［略］

　［略］

更新を
受けよ
うとす
る事業
所・施
設の種
類

　［略］

更新を受けようとす
る事業等の種類

実施
事業

更新
年月
日

現に受けている
指定（許可）の
有効期間満了日

指定居宅
サービス

　［略］

施設

　［略］
介護療養
型医療施
設
介護医療
院

指定介護
予防サー
ビス

介護予防
訪問入浴
介護
　［略］
介護予防
居宅療養
管理指導

　［略］
　［略］
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　　［略］

　備考１・２　［略］	
　　　３　この様式は、九州各県（沖縄県を除く。以下同じ。）の
　　　　共通様式ですので、宛先を書き換えていただければ、九州
　　　　各県で使用できます。
様式第５号（第５条関係）
　　［略］
　　　　　　　　　　　知事　殿（様）
　　［略］
　備考１　事業の再開に係る届出にあっては、介護保険法施行規則
　　　　に定める当該事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態
　　　　に関する書類を添付してください。
　　　２　この様式は、九州各県（沖縄県を除く。以下同じ。）の
　　　　共通様式ですので、宛先を書き換えていただければ、九州
　　　　各県で使用できます。
様式第５号の２（第５条関係）
　　［略］
　　　　　　　　　知事　殿（様）
　　［略］
　備考１　廃止又は休止する日の１月前までに届け出てください。
　　　２　この様式は、九州各県（沖縄県を除く。以下同じ。）の
　　　　共通様式ですので、宛先を書き換えていただければ、九州
　　　　各県で使用できます。
様式第６号（第６条関係）
　　［略］
　　　　　知事　殿
　　［略］
　備考１　指定を辞退する日の１カ月前までに届け出てください。
　　　２　この様式は、九州各県（沖縄県を除く。以下同じ。）の
　　　　共通様式ですので、宛先を書き換えていただければ、九州
　　　　各県で使用できます。
様式第７号（第７条関係）
　　［略］
　　　　　知事　殿

　　［略］

　備考１・２　［略］

様式第５号（第５条関係）
　　［略］
　　宮崎県知事　殿
　　［略］
　備考　事業の再開に係る届出にあっては、介護保険法施行規則に
　　　定める当該事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態に関
　　　する書類を添付してください。

様式第５号の２（第５条関係）
　　［略］
　　宮崎県知事　殿
　　［略］
　備考　廃止し、又は休止する日の１月前までに届け出てください
　　　。

様式第６号（第６条関係）
　　［略］
　　宮崎県知事　殿
　　［略］
　備考　指定を辞退する日の１月前までに届け出てください。

様式第７号（第７条関係）
　　［略］
　　宮崎県知事　殿

　　［略］
　備考１・２　［略］
　　　３　この様式は、九州各県（沖縄を除く。以下同じ。）の共
　　　　通様式ですので、宛先を書き換えていただければ、九州各
　　　　県で使用できます。
様式第８号（第８条関係）
　　［略］
　　　　　知事　殿
　　［略］
　備考１・２　［略］
　　　３　この様式は、九州各県（沖縄を除く。以下同じ。）の共
　　　　通様式ですので、宛先を書き換えていただければ、九州各

　　［略］
　備考１・２　［略］

様式第８号（第８条関係）
　　［略］
　　宮崎県知事　殿
　　［略］
　備考１・２　［略］

　［略］
　　　　 変更があった事項 　　変更の内容
　［略］ 　［略］

８
事業所（施設）の管理者の氏名、
生年月日及び住所（介護老人保健
施設を除く。）

　［略］
　［略］

　［略］
　　　　 変更があった事項 　　変更の内容
　［略］ 　［略］

８
事業所（施設）の管理者の氏名、
生年月日及び住所

　［略］
　［略］
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　　　　県で使用できます。
様式第９号（第９条関係）
　　［略］
　　　　　知事　殿
　　［略］
　備考　この様式は、九州各県（沖縄県を除く。以下同じ。）の共
　　　通様式ですので、宛先を書き換えていただければ、九州各県
　　　で使用できます。

様式第９号（第９条関係）
　　［略］
　　宮崎県知事　殿
　　［略］

　別記様式第10号を削り、別記様式第９号の次に次の４様式を加える。
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　　　附　則　　
　（施行期日）
１　この規則は、平成30年４月１日から施行する。ただし、第11条の改正規定（「第 115条」を「旧法第 115条」に、「第 115条の10」を
　「法第 115条の10」に改める部分に限る。）及び第13条第１号の改正規定（「前条各号」を「前条第２項各号」に改める部分に限る。）
　は、公布の日から施行する。
　（用紙に関する経過措置）
２　この規則の施行の際現に存するこの規則による改正前の指定居宅サービス事業者、指定居宅介護支援事業者、介護保険施設等の指定等
　に関する規則の規定に定める様式による用紙は、当分の間、所要の事項を適宜補正して使用することができる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　児童福祉法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　平成30年３月30日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
宮崎県規則第35号
　　　児童福祉法施行細則の一部を改正する規則
　児童福祉法施行細則（昭和45年宮崎県規則第32号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後

　（障害児入所給付費等の支給の申請書等）
第６条の２　省令第25条の７第１項の申請書は、障害児入所給付費
　（特定入所障害児食費等給付費）支給申請書兼利用者負担額減額
　、免除等申請書（別記様式第14号の２）によるものとする。
２　知事は、前項の障害児入所給付費（特定入所障害児食費等給付
　費）支給申請書兼利用者負担額減額、免除等申請書の提出があっ
　た場合において、障害児入所給付費の支給を決定したときは障害
　児入所給付費（特定入所障害児食費等給付費）支給決定通知書兼
　利用者負担額減額、免除等決定通知書（別記様式第14号の３）、
　障害児入所給付費の支給をしないことを決定したときは却下決定
　通知書（別記様式第14号の４）により、当該申請書を提出した者
　に、通知するものとする。
　（入所受給者証）
第６条の３　法第24条の３第６項の入所受給者証は、障害児入所受
　給者証（別記様式第14号の５）によるものとする。
２　知事は、法第24条の20第１項の障害児入所医療費の支給を決定
　したときは、障害児入所医療受給者証（別記様式第14号の６）を
　前項の障害児入所受給者証と併せて交付するものとする。
　（障害児入所給付費等の支給内容の変更の届出書等）
第６条の４　省令第25条の７第７項の届出書は、同条第１項第１号
　又は第２号に掲げる事項の変更にあっては支給内容変更届出書（
　別記様式第14号の７）、負担上限月額等の算定のために必要な事
　項の変更にあっては障害児入所給付費（特定入所障害児食費等給
　付費）支給変更申請書兼利用者負担額減額、免除等変更届出書（
　別記様式第14号の８）によるものとする。
２　知事は、前項の障害児入所給付費（特定入所障害児食費等給付
　費）支給変更申請書兼利用者負担額減額、免除等変更届出書の提
　出があった場合において、変更の決定をしたときは、障害児入所

　（指定障害児通所支援事業者等の指定の申請書等）
第６条の２　省令第18条の27第１項又は第２項及び第25条の21第１
　項又は第２項の申請書は、指定障害児（通所・入所）支援指定（
　更新）申請書（別記様式第14号の２）によるものとする。
２　省令第18条の34の２及び第25条の21の３の申請書は、特定障害
　児通所支援（障害児入所支援）指定変更申請書（別記様式第14号
　の３）によるものとする。
３　前２項の規定による申請の際に添付すべき書類は、知事が別に
　定める。
　（障害児入所給付費等の支給の申請書等）
第６条の３　省令第25条の７第１項の申請書は、障害児入所給付費
　（特定入所障害児食費等給付費）支給申請書兼利用者負担額減額
　、免除等申請書（別記様式第14号の４）によるものとする。
２　知事は、前項の障害児入所給付費（特定入所障害児食費等給付
　費）支給申請書兼利用者負担額減額、免除等申請書の提出があっ
　た場合において、障害児入所給付費の支給を決定したときは障害
　児入所給付費（特定入所障害児食費等給付費）支給決定通知書兼
　利用者負担額減額、免除等決定通知書（別記様式第14号の５）、
　障害児入所給付費の支給をしないことを決定したときは却下決定
　通知書（別記様式第14号の６）により、当該申請書を提出した者
　に、通知するものとする。
　（入所受給者証）
第６条の４　法第24条の３第６項の入所受給者証は、障害児入所受
　給者証（別記様式第14号の７）によるものとする。
２　知事は、法第24条の20第１項の障害児入所医療費の支給を決定
　したときは、障害児入所医療受給者証（別記様式第14号の８）を
　前項の障害児入所受給者証と併せて交付するものとする。
　（障害児入所給付費等の支給内容の変更の届出書等）
第６条の５　省令第25条の７第７項の届出書は、同条第１項第１号
　又は第２号に掲げる事項の変更にあっては支給内容変更届出書（
　別記様式第14号の９）、負担上限月額等の算定のために必要な事
　項の変更にあっては障害児入所給付費（特定入所障害児食費等給
　付費）支給変更申請書兼利用者負担額減額、免除等変更届出書（
　別記様式第14号の10）によるものとする。
２　知事は、前項の障害児入所給付費（特定入所障害児食費等給付
　費）支給変更申請書兼利用者負担額減額、免除等変更届出書の提
　出があった場合において、変更の決定をしたときは、障害児入所
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　給付費（特定入所障害児食費等給付費）支給変更決定通知書兼利
　用者負担額減額、免除等変更決定通知書（別記様式第14号の９）
　により、当該入所給付決定保護者に通知するものとする。
　（受給者証の再交付の申請書）
第６条の５　省令第25条の７第10項の申請書は、受給者証再交付申
　請書（別記様式第14号の10）によるものとする。
　（障害児入所給付費等の支給決定の取消しの通知）
第６条の６　省令第25条の14第１項の書面は、支給決定取消通知書
　（別記様式第14号の11）によるものとする。
　（高額障害児入所給付費の支給の申請書等）
第６条の７　省令第25条の17第１項の申請書は、高額障害児入所給
　付費支給申請書（別記様式第14号の12）によるものとする。
２　知事は、前項の高額障害児入所給付費支給申請書の提出があっ
　た場合において、高額障害児入所給付費の支給又は不支給を決定
　をしたときは、高額障害児入所給付費支給（不支給）決定通知書
　（別記様式第14号の13）により、当該施設入所給付決定保護者に
　通知するものとする。
　（指定障害児入所支援等の指定の申請書）
第６条の８　省令第25条の21第１項又は第２項の申請書は、指定障
　害児（通所・入所）支援指定（更新）申請書（別記様式第14号の
　14）によるものとする。
　（変更の届出）
第６条の９　法第21条の５の19第１項又は第24条の13の規定による
　変更の届出は、変更届出書（別記様式第14号の15）によってする
　ものとする。
　（指定の辞退）
第６条の10　法第24条の14の規定による指定の辞退は、指定辞退届
　出書（別記様式第14号の16）によってするものとする。
　（廃止、休止又は再開の届出）
第６条の11　法第21条の５の19の規定による届出は、廃止・休止・
　再開届出書（別記様式第14号の17）によってするものとする。

　（指定等の公示）
第６条の12　法第21条の５の24及び第24条の18の規定による公示は
　、指定障害児通所支援事業者及び指定障害児入所施設に関する次
　に掲げる事項についてするものとする。
　(１)～(６)　［略］
第６条の13　［略］
　（業務管理体制の整備に関する事項の届出）
第６条の14　法第21条の５の25第２項第１号（法第24条の19の２に
　おいて準用する場合を含む。）の規定による届出又は法第21条の
　５の25第４項（法第24条の19の２において準用する場合を含む。

　給付費（特定入所障害児食費等給付費）支給変更決定通知書兼利
　用者負担額減額、免除等変更決定通知書（別記様式第14号の11）
　により、当該入所給付決定保護者に通知するものとする。
　（受給者証の再交付の申請書）
第６条の６　省令第25条の７第10項の申請書は、受給者証再交付申
　請書（別記様式第14号の12）によるものとする。
　（障害児入所給付費等の支給決定の取消しの通知）
第６条の７　省令第25条の14第１項の書面は、支給決定取消通知書
　（別記様式第14号の13）によるものとする。
　（高額障害児入所給付費の支給の申請書等）
第６条の８　省令第25条の17第１項の申請書は、高額障害児入所給
　付費支給申請書（別記様式第14号の14）によるものとする。
２　知事は、前項の高額障害児入所給付費支給申請書の提出があっ
　た場合において、高額障害児入所給付費の支給又は不支給を決定
　したときは、高額障害児入所給付費支給（不支給）決定通知書（
　別記様式第14号の15）により、当該施設入所給付決定保護者に通
　知するものとする。

　（変更の届出）
第６条の９　法第21条の５の20第３項又は第24条の13第３項の規定
　による変更の届出は、変更届出書（別記様式第14号の16）によっ
　てするものとする。

　（廃止、休止又は再開の届出）
第６条の10　法第21条の５の20第３項の規定による再開の届出及び
　同条第４項の規定による廃止又は休止の届出は、廃止・休止・再
　開届出書（別記様式第14号の17）によってするものとする。
　（指定等の公示）
第６条の11　法第21条の５の25及び第24条の18の規定による公示は
　、指定障害児通所支援事業者及び指定障害児入所施設に関する次
　に掲げる事項についてするものとする。
　(１)～(６)　［略］
第６条の12　［略］
　（業務管理体制の整備に関する事項の届出）
第６条の13　法第21条の５の26第２項第１号（法第24条の19の２に
　おいて準用する場合を含む。）の規定による届出又は法第21条の
　５の26第４項（法第24条の19の２において準用する場合を含む。

　）の規定による区分の変更の届出は、業務管理体制（整備・区分
　の変更）に係る届出書（別記様式第14号の18）によってするもの
　とする。
２　法第21条の５の25第３項（法第24条の19の２において準用する
　場合を含む。）の規定による届出事項の変更の届出は、業務管理
　体制（届出事項の変更）に係る届出書（別記様式第14号の19）に
　よってするものとする。

　（一時保護後の処置）
第16条の２　児童相談所の長は、法第33条第１項、第２項、第８項

　）の規定による区分の変更の届出は、業務管理体制（整備・区分
　の変更）に係る届出書（別記様式第14号の18）によってするもの
　とする。
２　法第21条の５の26第３項（法第24条の19の２において準用する
　場合を含む。）の規定による届出事項の変更の届出は、業務管理
　体制（届出事項の変更）に係る届出書（別記様式第14号の19）に
　よってするものとする。
　（指定の辞退）
第６条の14　法第24条の14の規定による指定の辞退は、指定辞退届
　出書（別記様式第14号の20）によってするものとする。
　（一時保護後の処置）
第16条の２　児童相談所の長は、法第33条第１項、第２項、第10項
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　又は第９項の規定により、児童又は保護延長者の一時保護を行い
　、又は行わせたときは、速やかに、一時保護の開始の期日及び場
　所を児童の保護者又は保護延長者の監護者に通知しなければなら
　ない。

　又は第11項の規定により、児童又は保護延長者の一時保護を行い
　、又は行わせたときは、速やかに、一時保護の開始の期日及び場
　所を児童の保護者又は保護延長者の監護者に通知しなければなら
　ない。

　別記様式第８号中「様式第８号」を「様式第８号（第５条関係）」に改める。
　別記様式第９号中「様式第９号」を「様式第９号（第５条関係）」に改める。
　別記様式第10号中「様式第10号」を「様式第10号（第５条関係）」に改める。
　別記様式第12号中「様式第12号」を「様式第12号（第６条関係）」に改める。
　別記様式第13号中「様式第13号」を「様式第13号（第６条関係）」に改める。
　別記様式第14号中「様式第14号」を「様式第14号（第６条関係）」に改める。
　別記様式第14号の16を削り、別記様式第14号の15を別記様式第14号の16とする。
　別記様式第14号の14を削る。
　別記様式第14号の13中「（第６条の７関係）」を「（第６条の８関係）」に改め、同様式を別記様式第14号の15とする。
　別記様式第14号の12中「（第６条の７関係）」を「（第６条の８関係）」に改め、同様式を別記様式第14号の14とする。
　別記様式第14号の11中「（第６条の６関係）」を「（第６条の７関係）」に改め、同様式を別記様式第14号の13とする。
　別記様式第14号の10中「（第６条の５関係）」を「（第６条の６関係）」に改め、同様式を別記様式第14号の12とする。
　別記様式第14号の９中「（第６条の４関係）」を「（第６条の５関係）」に改め、同様式を別記様式第14号の11とする。
　別記様式第14号の８中「（第６条の４関係）」を「（第６条の５関係）」に改め、同様式を別記様式第14号の10とする。
　別記様式第14号の７中「（第６条の４関係）」を「（第６条の５関係）」に改め、同様式を別記様式第14号の９とする。
　別記様式第14号の６中「（第６条の３関係）」を「（第６条の４関係）」に改め、同様式を別記様式第14号の８とする。
　別記様式第14号の５中「（第６条の３関係）」を「（第６条の４関係）」に改め、同様式を別記様式第14号の７とする。
　別記様式第14号の４中「（第６条の２関係）」を「（第６条の３関係）」に改め、同様式を別記様式第14号の６とする。
　別記様式第14号の３中「（第６条の２関係）」を「（第６条の３関係）」に改め、同様式を別記様式第14号の５とする。
　別記様式第14号の２中「（第６条の２関係）」を「（第６条の３関係）」に改め、同様式を別記様式第14号の４とする。
　別記様式第14号の次に次の２様式を加える。
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　別記様式第14号の17を次のように改める。
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　別記様式第14号の18中「（第６条の14関係）」を「（第６条の13関係）」に、「第21条の５の25第２項又は第４項」を「第21条の５の26
第２項又は第４項」に、「第21条の５の25第２項」を「第21条の５の26第２項」に、「第21条の５の25第４項」を「第21条の５の26第４項
」に改める。
　別記様式第14号の19中「（第６条の14関係）」を「（第６条の13関係）」に、「第21条の５の25第３項」を「第21条の５の26第３項」に
改め、同様式の次に次の１様式を加える。
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　別記様式第29号（その１）中「様式第29号（その１）」を「様式第29号（その１）（第17条関係）」に改める。
　別記様式第29号の２（その１）中「様式第29号の２（その１）」を「様式第29号の２（その１）（第17条関係）」に改める。
　別記様式第30号中「様式第30号」を「様式第30号（第17条関係）」に改める。
　別記様式第31号中「様式第31号」を「様式第31号（第17条関係）」に改める。
　別記様式第33号中「様式第33号」を「様式第33号（第20条関係）」に改める。
　別記様式第34号中「様式第34号」を「様式第34号（第20条関係）」に改める。
　別記様式第35号中「様式第35号」を「様式第35号（第21条関係）」に改める。
　別記様式第36号中「様式第36号」を「様式第36号（第22条関係）」に改める。
　別記様式第37号中「様式第37号」を「様式第37号（第22条関係）」に改める。
　別記様式第38号中「様式第38号」を「様式第38号（第23条関係）」に改める。
　　　附　則
　（施行期日）
１　この規則は、平成30年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。
　(１)　別記様式第８号から別記様式第10号までの改正規定、別記様式第12号から別記様式第14号までの改正規定、別記様式第29号（その
　　１）の改正規定、別記様式第29号の２（その１）の改正規定、別記様式第30号の改正規定、別記様式第31号の改正規定及び別記様式第
　　33号から別記様式第38号までの改正規定　公布の日
　(２)　第16条の２の改正規定　平成30年４月２日
　（経過措置）
２　この規則の施行の際現にこの規則による改正前の児童福祉法施行細則（以下「改正前の規則」という。）の規定に基づいて提出されて
　いる申請書その他の書類は、この規則による改正後の児童福祉法施行細則の相当規定に基づいて提出された申請書その他の書類とみなす
　。
３　この規則の施行の際現に存する改正前の規則の規定に定める様式による用紙は、当分の間、所要の事項を適宜補正して使用することが
　できる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　人にやさしい福祉のまちづくり条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　平成30年３月30日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
宮崎県規則第36号
　　　人にやさしい福祉のまちづくり条例施行規則の一部を改正する規則
第１条　人にやさしい福祉のまちづくり条例施行規則（平成12年宮崎県規則第 119号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（変更の協議）
第８条　条例第17条の規定による変更の協議は、公共的施設変更事
　前協議書（別記様式第３号）に第６条第２項に規定する書類のう
　ち変更に係るものを添付してしなければならない。
　（特例の適用を受ける者）
第13条　条例第29条第１項の規則で定めるものは、法令の規定によ
　り、建築基準法（昭和25年法律第 201号）第18条の規定の適用に
　ついて国又は地方公共団体とみなされる法人とする。
２　［略］
別表第１（第２条、第３条関係）
　第１　建築物
 

　（変更の協議）
第８条　条例第17条の規定による変更の協議は、公共的施設変更事
　前協議書（別記様式第３号）に第６条第２項各号に掲げる書類の
　うち変更に係るものを添付してしなければならない。
　（特例の適用を受ける者）
第13条　条例第29条第１項の規則で定める者は、法令の規定により
　、建築基準法（昭和25年法律第 201号）第18条の規定の適用につ
　いて国又は地方公共団体とみなされる法人とする。
２　［略］
別表第１（第２条、第３条関係）
　第１　建築物

区分 公共的施設 特定公共
的施設

１　福祉
　保健施
　設

(１)～(６)　［略］
(７)　母子及び父子並びに寡婦福祉法
　（昭和39年法律第 129号）第39条第
　１項に規定する母子・父子福祉施設
(８)　母子保健法（昭和40年法律第 1
　41号）第22条第１項に規定する母子
　健康センター
(９)　介護保険法（平成９年法律第 1
　23号）第８条第27項に規定する介護

　［略］

区分 公共的施設 特定公共
的施設

１　福祉
　保健施
　設

(１)～(６)　［略］
(７)　母子及び父子並びに寡婦福祉法
　（昭和39年法律第 129号）第38条に
　規定する母子・父子福祉施設
(８)　母子保健法（昭和40年法律第 1
　41号）第22条第１項に規定する母子
　健康包括支援センター
(９)　介護保険法（平成９年法律第 1
　23号）第８条第28項に規定する介護

　［略］
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改正前 改正後
別表第１（第２条、第３条関係）
　第１　建築物

別表第１（第２条、第３条関係）
　第１　建築物

　第２～第４　［略］ 　第２～第４　［略］

区分 公共的施設 特定公共
的施設

１　福祉
　保健施
　設

(１)～(８)　［略］
(９)　介護保険法（平成９年法律第 1
　23号）第８条第28項に規定する介護
　老人保健施設

　［略］

区分 公共的施設 特定公共
的施設

１　福祉
　保健施
　設

(１)～(８)　［略］
(９)　介護保険法（平成９年法律第 1
　23号）第８条第28項に規定する介護
　老人保健施設及び同条第29項に規定

　［略］

　老人保健施設
(10)　障害者の日常生活及び社会生活
　を総合的に支援するための法律（平
　成17年法律第 123号）第５条第１項
　に規定する障害福祉サービス（居宅
　介護、重度訪問介護、同行援護、行
　動援護及び重度障害者等包括支援を
　除く。）を提供する施設、同条第11
　項に規定する障害者支援施設、同条
　第25項に規定する地域活動支援セン
　ター、同条第26項に規定する福祉ホ
　ーム、同法附則第41条第１項の規定
　によりなお従前の例により運営をす
　ることができることとされた身体障
　害者更生援護施設、同法附則第48条
　の規定によりなお従前の例により運
　営をすることができることとされた
　精神障害者社会復帰施設及び同法附
　則第58条第１項の規定によりなお従
　前の例により運営をすることができ
　ることとされた知的障害者援護施設
(11)　［略］

　［略］
５　官公
　庁施設

国、地方公共団体及び第13条に定める
者の事務又は事業の用に供する施設（
他の項に掲げる公共的施設及び不特定
かつ多数の者が利用しない施設を除く
。）

　［略］

６　公益
　施設

(１)　ガス事業法（昭和29年法律第51
　号）第２条第２項に規定する一般ガ
　ス事業者の事務所
(２)　電気事業法（昭和39年法律第 1
　70号）第２条第１項第２号に規定す
　る一般電気事業者の事務所
(３)　［略］

７　教育
　施設

(１)　学校教育法（昭和22年法律第26
　号）第１条に規定する学校、同法第
　 124条に規定する専修学校及び同法
　第 134条第１項に規定する各種学校
　（以下「学校」という。）
(２)・(３)　［略］

　［略］

　［略］

　老人保健施設
(10)　障害者の日常生活及び社会生活
　を総合的に支援するための法律（平
　成17年法律第 123号）第５条第１項
　に規定する障害福祉サービス（居宅
　介護、重度訪問介護、同行援護、行
　動援護及び重度障害者等包括支援を
　除く。）を提供する施設、同条第11
　項に規定する障害者支援施設、同条
　第25項に規定する地域活動支援セン
　ター及び同条第26項に規定する福祉
　ホーム

(11)　［略］
　［略］
５　官公
　庁施設

国、地方公共団体及び第13条第１項に
定める者の事務又は事業の用に供する
施設（他の項に掲げる公共的施設及び
不特定かつ多数の者が利用しない施設
を除く。）

　［略］

６　公益
　施設

(１)　ガス事業法（昭和29年法律第51
　号）第２条第３項に規定するガス小
　売事業者の事務所
(２)　電気事業法（昭和39年法律第 1
　70号）第２条第１項第３号に規定す
　る小売電気事業者の事務所
(３)　［略］

７　教育
　施設

(１)　学校教育法（昭和22年法律第26
　号）第１条に規定する学校、同法第
　 124条に規定する専修学校及び同法
　第 134条第１項に規定する各種学校

(２)・(３)　［略］

　［略］

　［略］

第２条　人にやさしい福祉のまちづくり条例施行規則の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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　第２～第４　［略］ 　第２～第４　［略］

(10)　障害者の日常生活及び社会生活
　を総合的に支援するための法律（平
　成17年法律第 123号）第５条第１項
　に規定する障害福祉サービス（居宅
　介護、重度訪問介護、同行援護、行
　動援護及び重度障害者等包括支援を
　除く。）を提供する施設、同条第11
　項に規定する障害者支援施設、同条
　第25項に規定する地域活動支援セン
　ター及び同条第26項に規定する福祉
　ホーム
(11)　［略］

　［略］

　する介護医療院
(10)　障害者の日常生活及び社会生活
　を総合的に支援するための法律（平
　成17年法律第 123号）第５条第１項
　に規定する障害福祉サービス（居宅
　介護、重度訪問介護、同行援護、行
　動援護及び重度障害者等包括支援を
　除く。）を提供する施設、同条第11
　項に規定する障害者支援施設、同条
　第27項に規定する地域活動支援セン
　ター及び同条第28項に規定する福祉
　ホーム
(11)　［略］

　［略］

　　　附　則
　この規則は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、平成30年４月１日から施行する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　平成30年３月30日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
宮崎県規則第37号
　　　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則の一部を改正する規則
　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則（平成18年宮崎県規則第83号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（指定障害福祉サービス事業者等の指定等の申請）
第２条　法第36条第１項（法第41条第４項において準用する場合を
　含む。）、第38条（法第41条第４項において準用する場合を含む
　。）又は第51条の19第１項（第51条の21第２項において準用する
　場合を含む。）の申請は、指定障害福祉サービス事業所（指定障
　害者支援施設、指定一般相談支援事業所）指定（更新）申請書（
　別記様式第１号）によってするものとする。
　（指定障害福祉サービス事業者等の指定の変更の申請）
第３条　法第37条第１項又は第39条第１項の申請は、特定障害福祉
　サービス事業所指定変更申請書（別記様式第２号）によってする
　ものとする。
　（指定障害福祉サービス事業者等の指定等の公示）
第６条　法第51条又は第51条の30の規定による公示は、指定障害福
　祉サービス事業者、指定障害者支援施設及び指定一般相談支援事
　業者（以下「指定事業者等」という。）に関する次に掲げる事項
　について行うものとする。
　(１)～(５)　［略］

　（指定障害福祉サービス事業者等の指定等の申請）
第２条　法第36条第１項若しくは第38条第１項（これらの規定を法
　第41条第４項において準用する場合を含む。）又は第51条の19第
　１項（法第51条の21第２項において準用する場合を含む。）の申
　請は、指定障害福祉サービス事業所（指定障害者支援施設、指定
　一般相談支援事業所）指定（更新）申請書（別記様式第１号）に
　知事が別に定める書類を添えてするものとする。
　（指定障害福祉サービス事業者等の指定の変更の申請）
第３条　法第37条第１項又は第39条第１項の申請は、特定障害福祉
　サービス事業所等指定変更申請書（別記様式第２号）によってす
　るものとする。
　（指定障害福祉サービス事業者等の指定等の公示）
第６条　法第51条又は第51条の30第１項の規定による公示は、指定
　障害福祉サービス事業者、指定障害者支援施設及び指定一般相談
　支援事業者（以下「指定事業者等」という。）に関する次に掲げ
　る事項について行うものとする。
　(１)～(５)　［略］

　別記様式第１号備考５中「すべて」を「全て」に改め、同様式備考に次のように加える。　　　　　　
６　共生型障害福祉サービスの指定又は指定の更新の申請を行う場合は、「備考」欄に「共生型」と記載し、児童福祉法又は介護保険法に
　基づく相当するサービスの指定を受けたことを証する書面の写しを添付してください。
　別記様式第１号の付表１から付表13までを削る。
　別記様式第２号中「指定就労継続支援Ｂ型事業所」を「指定就労継続支援Ａ型事業所、指定就労継続支援Ｂ型事業所」に、「すべて」を
「全て」に改める。
　別記様式第４号及び別記様式第５号を次のように改める。
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　別記様式第６号及び別記様式第７号中「平成　　年　　月　　日」を「　　　　年　　月　　日」に改める。
　別記様式第13号中「第58条第１項」を「第53条第１項」に改める。
　　　附　則
　（施行期日）
１　この規則は、平成30年４月１日から施行する。ただし、第３条の改正規定及び第６条の改正規定並びに別記様式第２号の改正規定、別
　記様式第６号及び別記様式第７号の改正規定並びに別記様式第13号の改正規定は、公布の日から施行する。
　（経過措置）
２　この規則の施行の際現にこの規則による改正前の障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則（以下「改正
　前の規則」という。）の規定に基づいて提出されている申請書その他の書類は、この規則による改正後の障害者の日常生活及び社会生活
　を総合的に支援するための法律施行細則の相当規定に基づいて提出された申請書その他の書類とみなす。
３　この規則の施行の際現に存する改正前の規則の規定に定める様式による用紙は、当分の間、所要の事項を適宜補正して使用することが
　できる。
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